
0700-001 

個人情報取扱事務登録簿 

区 分 ■共通 □個別 

市の機関の名称 市長 届出部課等の名称 総務部 総務課 

関係課等の名称 管理課 

届 出 年 月 日 H13.4.1 開 始 年 月 日 S25.5.3 最終変更年月日 H30.9.3 

事 務 の 名 称 行政境界の確認に関する事務 

事 務 の 目 的 隣接地方公共団体との行政境界を明確にし、適正な管理を行う。 

事 務 の 概 要 

行政境界付近の筆界の査定等に伴い、測量士や隣接地方公共団体から依頼を受け、現地
の状況確認を行い、行政境界に隣接する地権者（関係地権者）から境界確定の同意書を徴
取し、関係地権者との現地立会い後、隣接地方公共団体と協議し、行政境界を確認し、行
政境界確認書を作成する。 

対 象 者 関係地権者 

収

集

項

目 

要配慮個人
情報 

□ 人種 □ 信条 □ 社会的身分 □ 健康情報 □ 障がい □ 犯罪関係 
 

上記以外の
項目 

■ 氏名 ■ 住所 □ 年齢・生年月日 □ 性別 □ 連絡先 □ 個人番号 

□ 個人識別符号 □ 本籍･国籍 □ 家族情報   □ 学業・職業等 

□ 収入・支出 ■ 資産 □ 税情報   □ 公的扶助 

□       □      □      □      
 

その他 □       □      □       
 

収 集 先 

■ 本人 

□ 本人の親族 

■ 市の機関又は議会 （市民課                ） 

■ 他の行政機関等又は他団体の議会（他市区町村、法務局    ） 

□ 公の情報 （                       ） 

■ その他  （測量士                    ） 
 

経常的な目的外
利用・提供先 

□ 目的外利用有⇒利用する事務の名称：                    

主な利用項目（                      ） 

□ 目的外提供有⇒利用する事務の名称：                    

主な提供項目（                       

□ 市の機関又は議会（                  ） 

□ 他の行政機関等又は他団体の議会（           ） 

□ その他 （                      ） 
 

目的外利用・提供の理由（法第69条第1項又は第2項） 

□ 1項（法令） □ 2項1号（本人同意・本人提供） 

□ 2項2号（相当理由利用） □ 2項3号（相当理由提供） 

□ 2項4号（統計作成、学術利用、本人利益、特別理由提供） 
 

外 部 委 託 等 
□ 外部委託     （ □ クラウドコンピューティング ） 

□ 指定管理者による管理   
 

電子計算機結合 □ 有⇒結合先：                    
 

個人情報ファイ
ル簿 

□ 有⇒ファイルの名称： 
 

 



0700-002 

個人情報取扱事務登録簿 

区 分 □共通 ■個別 

市の機関の名称 市長 届出部課等の名称 総務部 総務課 

関係課等の名称  

届 出 年 月 日 H13.4.1 開 始 年 月 日 S25.5.3 最終変更年月日 H30.9.3 

事 務 の 名 称 廃置分合証明事務 

事 務 の 目 的 現在の野田市に至るまでの市町村の廃置分合を証明する。 

事 務 の 概 要 
証明書の交付を希望する者から申請書の提出を受け、証明書を交付し、手数料を徴し、
領収書を交付する。 

対 象 者 証明書交付の申請者 

収

集

項

目 

要配慮個人
情報 

□ 人種 □ 信条 □ 社会的身分 □ 健康情報 □ 障がい □ 犯罪関係 
 

上記以外の
項目 

■ 氏名 ■ 住所 □ 年齢・生年月日 □ 性別 □ 連絡先 □ 個人番号 

□ 個人識別符号 □ 本籍･国籍 □ 家族情報   □ 学業・職業等 

□ 収入・支出 □ 資産 □ 税情報   □ 公的扶助 

□       □      □      □      
 

その他 □       □      □       
 

収 集 先 

■ 本人 

□ 本人の親族 

□ 市の機関又は議会 （                   ） 

□ 他の行政機関等又は他団体の議会（             ） 

□ 公の情報 （                       ） 

□ その他  （                       ） 
 

経常的な目的外
利用・提供先 

□ 目的外利用有⇒利用する事務の名称：                    

主な利用項目（                      ） 

□ 目的外提供有⇒利用する事務の名称：                    

主な提供項目（                       

□ 市の機関又は議会（                  ） 

□ 他の行政機関等又は他団体の議会（           ） 

□ その他 （                      ） 
 

目的外利用・提供の理由（法第69条第1項又は第2項） 

□ 1項（法令） □ 2項1号（本人同意・本人提供） 

□ 2項2号（相当理由利用） □ 2項3号（相当理由提供） 

□ 2項4号（統計作成、学術利用、本人利益、特別理由提供） 
 

外 部 委 託 等 
□ 外部委託     （ □ クラウドコンピューティング ） 

□ 指定管理者による管理   
 

電子計算機結合 □ 有⇒結合先：                    
 

個人情報ファイ
ル簿 

□ 有⇒ファイルの名称： 
 

 



0700-003 

個人情報取扱事務登録簿 

区 分 ■共通 □個別 

市の機関の名称 市長 届出部課等の名称 総務部 総務課 

関係課等の名称 市民課 

届 出 年 月 日 H22.1.13 開 始 年 月 日 H19.4.1 最終変更年月日 H30.9.3 

事 務 の 名 称 住居の表示の整備事務 

事 務 の 目 的 

地区の住民の理解と協力のもとに地区の実情に応じて、道路、鉄道などの明確な施設
により町名の境界線を区切り、区画された街区の中に建物に住居番号が付された表示
により、誰が見ても分かりやすく便利で探索のしやすい住居の表示がされたまち（市
街地）の形成を目指して、字の入り組み・飛地の解消に取り組み住居の表示の整備を
行う。 

事 務 の 概 要 

整備区域の土地及び建物について法務局から登記事項証明書を取得し、又は課税課の
保有する登記情報を基に所有者を確認し、住民基本台帳から居住者を特定する。また、所
有者が死亡している場合は、相続人の代表者を特定する。 
議会の議決を経て整備を決定し、居住者、土地及び建物の所有者に対して、整備に係る

通知を発送し、法務局に対し登記事項の書換えを依頼し、登記事項の書換え終了後、登記
事項証明書を取得し、対象者にその写しを送付するとともに、整備後の住所を住民基本
台帳に反映する。 
また、市民の住所変更手続の負担軽減を図るため、公益企業（電気、都市ガス、電話及

び郵便）と個人情報の取扱いに関する覚書を締結し、世帯主の氏名入りの住所新旧対照
表を送付する。 
整備に関する証明書の交付を希望する者から申請を受け、証明書を交付する。 

対 象 者 整備区域内の居住者、土地及び建物の所有者、整備に関する証明書の申請者 

収

集

項

目 

要配慮個人
情報 

□ 人種 □ 信条 □ 社会的身分 □ 健康情報 □ 障がい □ 犯罪関係 
 

上記以外の
項目 

■ 氏名 ■ 住所 □ 年齢・生年月日 □ 性別 □ 連絡先 □ 個人番号 

□ 個人識別符号 □ 本籍･国籍 ■ 家族情報   □ 学業・職業等 

□ 収入・支出 ■ 資産 □ 税情報   □ 公的扶助 

□       □      □      □      
 

その他 □       □      □       
 

収 集 先 

■ 本人 

□ 本人の親族 

■ 市の機関又は議会 （市民課、課税課            ） 

■ 他の行政機関等又は他団体の議会（法務局、他市区町村    ） 

□ 公の情報 （                       ） 

□ その他  （                       ） 
 

経常的な目的外
利用・提供先 

□ 目的外利用有⇒利用する事務の名称：                    

主な利用項目（                      ） 

■ 目的外提供有⇒利用する事務の名称：公益企業に係る契約者の住所変更事務   

主な提供項目（氏名、住所                  

□ 市の機関又は議会（                  ） 

□ 他の行政機関等又は他団体の議会（           ） 

■ その他 （公益企業                  ） 
 

目的外利用・提供の理由（法第69条第1項又は第2項） 

□ 1項（法令） □ 2項1号（本人同意・本人提供） 

□ 2項2号（相当理由利用） ■ 2項3号（相当理由提供） 

□ 2項4号（統計作成、学術利用、本人利益、特別理由提供） 
 

外 部 委 託 等 
■ 外部委託     （ □ クラウドコンピューティング ） 

□ 指定管理者による管理   
 



電子計算機結合 □ 有⇒結合先：                    
 

個人情報ファイ
ル簿 

□ 有⇒ファイルの名称： 
 

 



0700-004 

個人情報取扱事務登録簿 

区 分 ■共通 □個別 

市の機関の名称 市長 届出部課等の名称 総務部 総務課 

関係課等の名称 市民生活課 

届 出 年 月 日 H29.3.29 開 始 年 月 日 H29.4.1 最終変更年月日 H30.9.3 

事 務 の 名 称 自治会等宛て文書配布事務 

事 務 の 目 的 
自治会長及び文書配布団体の代表者に対し、市報及び行政からのお知らせを配布して
市政に関する必要な事項を市民に周知させ、その理解を深める。 

事 務 の 概 要 

自治会及び文書配布団体の代表者（以下「自治会長等」という。）は、その氏名、住所

及び連絡先並びに自治会又は文書配布団体の世帯数等の情報について市民生活課に届出

し、市民生活課は自治会長等の名簿を作成し、情報に変更があった場合には名簿の更新

を行い、総務課に送付する。 

配布する文書の担当課は、総務課に文書配布申請を行い、配布する世帯数分の配布文書

を総務課に送付する。 

配布に関しては、総務課編集の自治会長等の名簿を使用し、配布文書を自治会長等に配
布する。 

対 象 者 自治会及び文書配布団体の代表者 

収

集

項

目 

要配慮個人
情報 

□ 人種 □ 信条 □ 社会的身分 □ 健康情報 □ 障がい □ 犯罪関係 
 

上記以外の
項目 

■ 氏名 ■ 住所 □ 年齢・生年月日 □ 性別 ■ 連絡先 □ 個人番号 

□ 個人識別符号 □ 本籍･国籍 □ 家族情報   □ 学業・職業等 

□ 収入・支出 □ 資産 □ 税情報   □ 公的扶助 

■ 代表者が指定した文書の受取人の情報 □      □      □    
 

その他 □       □      □       
 

収 集 先 

■ 本人 

□ 本人の親族 

□ 市の機関又は議会 （                   ） 

□ 他の行政機関等又は他団体の議会（             ） 

□ 公の情報 （                       ） 

□ その他  （                       ） 
 

経常的な目的外
利用・提供先 

□ 目的外利用有⇒利用する事務の名称：                    

主な利用項目（                      ） 

□ 目的外提供有⇒利用する事務の名称：                    

主な提供項目（                       

□ 市の機関又は議会（                  ） 

□ 他の行政機関等又は他団体の議会（           ） 

□ その他 （                      ） 
 

目的外利用・提供の理由（法第69条第1項又は第2項） 

□ 1項（法令） □ 2項1号（本人同意・本人提供） 

□ 2項2号（相当理由利用） □ 2項3号（相当理由提供） 

□ 2項4号（統計作成、学術利用、本人利益、特別理由提供） 
 

外 部 委 託 等 
■ 外部委託     （ □ クラウドコンピューティング ） 

□ 指定管理者による管理   
 

電子計算機結合 □ 有⇒結合先：                    
 

個人情報ファイ
ル簿 

□ 有⇒ファイルの名称： 
 

 



0700-007 

個人情報取扱事務登録簿 

区 分 □共通 ■個別 

市の機関の名称 市長 届出部課等の名称 総務部 総務課 

関係課等の名称  

届 出 年 月 日 H23.4.1 開 始 年 月 日 H23.4.1 最終変更年月日 H30.9.3 

事 務 の 名 称 野田市情報公開・個人情報保護審査会に関する事務 

事 務 の 目 的 
本市における情報公開制度及び個人情報保護制度の適正かつ公正な運営を確保するた
め、開示等決定に対する審査請求その他の審査請求や実施機関が保有する個人情報の
取扱い等について調査審議を行う。 

事 務 の 概 要 

 野田市情報公開条例に基づく行政文書の開示請求に対する開示等決定若しくは開示等
決定に係る不作為又は野田市個人情報保護条例に基づく個人情報の本人開示請求、訂正
請求若しくは利用停止請求に対する決定若しくは本人開示請求、訂正請求若しくは利用
停止請求に対する決定に係る不作為に対する審査請求や実施機関が保有する個人情報の
取扱いについて、実施機関の諮問を受けて調査し、審議し、答申する。 

対 象 者 審査請求人、審査請求の関係者、審議事項の関係者 

収

集

項

目 

要配慮個人
情報 

□ 人種 □ 信条 □ 社会的身分 □ 健康情報 □ 障がい □ 犯罪関係 
 

上記以外の
項目 

■ 氏名 ■ 住所 □ 年齢・生年月日 □ 性別 ■ 連絡先 □ 個人番号 

□ 個人識別符号 □ 本籍･国籍 □ 家族情報   ■ 学業・職業等 

□ 収入・支出 □ 資産 □ 税情報   □ 公的扶助 

■ 審議事項に係る資料に記載された情報 ■審議事項に関して口頭により陳述され

た情報 □      □      
 

その他 □       □      □       
 

収 集 先 

■ 本人 

□ 本人の親族 

■ 市の機関又は議会 （審議事項の担当部署          ） 

□ 他の行政機関等又は他団体の議会（             ） 

□ 公の情報 （                       ） 

□ その他  （                       ） 
 

経常的な目的外
利用・提供先 

□ 目的外利用有⇒利用する事務の名称：                    

主な利用項目（                      ） 

□ 目的外提供有⇒利用する事務の名称：                    

主な提供項目（                       

□ 市の機関又は議会（                  ） 

□ 他の行政機関等又は他団体の議会（           ） 

□ その他 （                      ） 
 

目的外利用・提供の理由（法第69条第1項又は第2項） 

□ 1項（法令） □ 2項1号（本人同意・本人提供） 

□ 2項2号（相当理由利用） □ 2項3号（相当理由提供） 

□ 2項4号（統計作成、学術利用、本人利益、特別理由提供） 
 

外 部 委 託 等 
□ 外部委託     （ □ クラウドコンピューティング ） 

□ 指定管理者による管理   
 

電子計算機結合 □ 有⇒結合先：                    
 

個人情報ファイ
ル簿 

□ 有⇒ファイルの名称： 
 

 



0700-008 

個人情報取扱事務登録簿 

区 分 □共通 ■個別 

市の機関の名称 市長 届出部課等の名称 総務部 総務課 

関係課等の名称  

届 出 年 月 日 H18.3.30 開 始 年 月 日 H18.4.1 最終変更年月日 H30.9.3 

事 務 の 名 称 外部労働者からの公益通報に関する事務 

事 務 の 目 的 
公益通報者保護法及び野田市公益通報に対する措置に関する要綱に基づき、労働者か
らの法令違反に関する通報を適切に処理するため。 

事 務 の 概 要 

労働者（通報対象事実に関係する事業者に雇用されている労働者、当該事業者を派遣先
とする派遣労働者及び当該事業者の取引先の労働者からの労務を提供する者）からの通
報を受け、通報対象事実に関係する事業者(当該機関の事業に従事する場合における職
員、代理人その他の者を含む。)についての法令違反行為(当該法令違反行為が生ずるお
それを含む。)に関する通報を受け付け、公益通報としての受理の可否を決定し、通報
者に対してその旨を通知する。公益通報を受理したときは、調査の必要性を十分検討
し、当該公益通報に係る通報対象事実について処分又は勧告等をする権限を有する行政
機関に調査を行わせる。調査を行う行政機関が市である場合は、利害関係人の秘密、信
用、名誉、プライバシー等に配慮しつつ、調査中は、調査の進捗状況について公益通報
者に対し適宜通知するとともに、調査結果は速やかに取りまとめ、遅滞なく通知し、調
査を行った結果、通報対象事実があると認めるときは、速やかに法令に基づく措置その
他適切な措置をとり、その内容を適切な法執行の確保、利害関係人の営業の秘密、信
用、名誉、プライバシー等に配慮しつつ、公益通報者に対し、遅滞なく通知する。 

対 象 者 通報者、通報対象行為の行為者 

収

集

項

目 

要配慮個人
情報 

□ 人種 □ 信条 □ 社会的身分 □ 健康情報 □ 障がい □ 犯罪関係 
 

上記以外の
項目 

■ 氏名 ■ 住所 □ 年齢・生年月日 □ 性別 ■ 連絡先 □ 個人番号 

□ 個人識別符号 □ 本籍･国籍 □ 家族情報   ■ 学業・職業等 

□ 収入・支出 □ 資産 □ 税情報   □ 公的扶助 

■ 公益通報の内容 □      □      □      
 

その他 □       □      □       
 

収 集 先 

■ 本人 

□ 本人の親族 

□ 市の機関又は議会 （                   ） 

□ 他の行政機関等又は他団体の議会（             ） 

□ 公の情報 （                       ） 

■ その他  （通報者                    ） 
 

経常的な目的外
利用・提供先 

□ 目的外利用有⇒利用する事務の名称：                    

主な利用項目（                      ） 

□ 目的外提供有⇒利用する事務の名称：                    

主な提供項目（                       

□ 市の機関又は議会（                  ） 

□ 他の行政機関等又は他団体の議会（           ） 

□ その他 （                      ） 
 

目的外利用・提供の理由（法第69条第1項又は第2項） 

□ 1項（法令） □ 2項1号（本人同意・本人提供） 

□ 2項2号（相当理由利用） □ 2項3号（相当理由提供） 

□ 2項4号（統計作成、学術利用、本人利益、特別理由提供） 
 

外 部 委 託 等 
□ 外部委託     （ □ クラウドコンピューティング ） 

□ 指定管理者による管理   
 

電子計算機結合 □ 有⇒結合先：                    
 



個人情報ファイ
ル簿 

□ 有⇒ファイルの名称： 
 

 



0700-009 

個人情報取扱事務登録簿 

区 分 □共通 ■個別 

市の機関の名称 市長 届出部課等の名称 総務部 総務課 

関係課等の名称  

届 出 年 月 日 H18.3.30 開 始 年 月 日 H18.4.1 最終変更年月日 H30.9.3 

事 務 の 名 称 職員等からの公益通報に関する事務 

事 務 の 目 的 
公益通報者保護法及び野田市職員等の公益通報に関する要綱に基づき、市の職員等か
らの法令違反に関する通報を適切に処理するため。 

事 務 の 概 要 

 市の職員等（市に対して労務を提供する者）からの市の機関(当該機関の事業に従事
する場合における職員、代理人その他の者を含む。)についての法令違反行為(当該法令
違反行為が生ずるおそれを含む。)に関する通報を受け付け、公益通報としての受理の
可否を決定し、通報者に対してその旨を通知する。公益通報を受理したときは、調査の
必要性を十分検討し、適正な業務の遂行に支障がある場合を除き、調査を行う場合はそ
の旨及び着手の時期を通知するとともに調査し、調査を行わない場合はその旨及び理由
を、通報者に対して通知する。調査の結果、法令違反等が明らかになったときは、速や
かに是正措置及び再発防止策等(以下「是正措置等」という。)を講じ、又は関係する市
の機関に通知する。是正措置等をとったときは、その内容を、通報者に対し、遅滞なく
通知する。 

対 象 者 通報者、通報対象行為の行為者 

収

集

項

目 

要配慮個人
情報 

□ 人種 □ 信条 □ 社会的身分 □ 健康情報 □ 障がい □ 犯罪関係 
 

上記以外の
項目 

■ 氏名 ■ 住所 □ 年齢・生年月日 □ 性別 ■ 連絡先 □ 個人番号 

□ 個人識別符号 □ 本籍･国籍 □ 家族情報   ■ 学業・職業等 

□ 収入・支出 □ 資産 □ 税情報   □ 公的扶助 

■ 公益通報の内容 □      □      □      
 

その他 □       □      □       
 

収 集 先 

■ 本人 

□ 本人の親族 

□ 市の機関又は議会 （                   ） 

□ 他の行政機関等又は他団体の議会（             ） 

□ 公の情報 （                       ） 

■ その他  （通報者                    ） 
 

経常的な目的外
利用・提供先 

□ 目的外利用有⇒利用する事務の名称：                    

主な利用項目（                      ） 

□ 目的外提供有⇒利用する事務の名称：                    

主な提供項目（                       

□ 市の機関又は議会（                  ） 

□ 他の行政機関等又は他団体の議会（           ） 

□ その他 （                      ） 
 

目的外利用・提供の理由（法第69条第1項又は第2項） 

□ 1項（法令） □ 2項1号（本人同意・本人提供） 

□ 2項2号（相当理由利用） □ 2項3号（相当理由提供） 

□ 2項4号（統計作成、学術利用、本人利益、特別理由提供） 
 

外 部 委 託 等 
□ 外部委託     （ □ クラウドコンピューティング ） 

□ 指定管理者による管理   
 

電子計算機結合 □ 有⇒結合先：                    
 

個人情報ファイ
ル簿 

□ 有⇒ファイルの名称： 
 

 



0700-010 

個人情報取扱事務登録簿 

区 分 ■共通 □個別 

市の機関の名称 

市長、教育委員会、選
挙管理委員会、監査委
員、公平委員会、農業
委員会、固定資産評価
審査委員会、水道事業
管理者、消防長、議会、
野田市土地開発公社 

届出部課等の名称 総務部 総務課 

関係課等の名称 教育総務課、処分の担当部署 

届 出 年 月 日 H28.4.1 開 始 年 月 日 S37以前 最終変更年月日 H30.9.3 

事 務 の 名 称 行政不服審査法に係る審査庁及び処分庁の手続に関する事務 

事 務 の 目 的 
行政処分又はその不作為についての行政不服審査法に基づく審査請求又は再調査の請
求について処理するもの。 

事 務 の 概 要 

審査庁は、審査請求を受け、不備がある場合は補正させ、適法性を審査し、審理手続を
要する審査請求等については審理手続を行い、第三者機関への諮問の必要があるものに
ついては諮問し、答申を得て裁決し、裁決に係る処分を行い、裁決の内容を公表するな
ど、行政不服審査法に基づく手続を行う。 
処分庁は、審査庁から審査請求書等の送付を受け、審査庁、審理員、第三者機関に対
し、弁明書を提出し、求めに応じ反論し、質問に回答するなど、行政不服審査法に基づ
く手続を行う。  

対 象 者 審査請求人、審査請求の関係者 

収

集

項

目 

要配慮個人
情報 

□ 人種 □ 信条 □ 社会的身分 □ 健康情報 □ 障がい □ 犯罪関係 
 

上記以外の
項目 

■ 氏名 ■ 住所 □ 年齢・生年月日 □ 性別 ■ 連絡先 □ 個人番号 

□ 個人識別符号 □ 本籍･国籍 □ 家族情報   ■ 学業・職業等 

□ 収入・支出 □ 資産 □ 税情報   □ 公的扶助 

■ 審査に係る資料に記載された情報 ■審査に関して口頭により陳述された情報 

□      □      
 

その他 □       □      □       
 

収 集 先 

■ 本人 

□ 本人の親族 

■ 市の機関又は議会 （審査庁、行政処分の担当部署      ） 

■ 他の行政機関等又は他団体の議会（千葉県（審査庁）     ） 

□ 公の情報 （                       ） 

■ その他  （審査請求人、審査請求の関係者         ） 
 

経常的な目的外
利用・提供先 

□ 目的外利用有⇒利用する事務の名称：                    

主な利用項目（                      ） 

□ 目的外提供有⇒利用する事務の名称：                    

主な提供項目（                       

□ 市の機関又は議会（                  ） 

□ 他の行政機関等又は他団体の議会（           ） 

□ その他 （                      ） 
 

目的外利用・提供の理由（法第69条第1項又は第2項） 

□ 1項（法令） □ 2項1号（本人同意・本人提供） 

□ 2項2号（相当理由利用） □ 2項3号（相当理由提供） 

□ 2項4号（統計作成、学術利用、本人利益、特別理由提供） 
 

外 部 委 託 等 
□ 外部委託     （ □ クラウドコンピューティング ） 

□ 指定管理者による管理   
 



電子計算機結合 □ 有⇒結合先：                    
 

個人情報ファイ
ル簿 

□ 有⇒ファイルの名称： 
 

 



0700-011 

個人情報取扱事務登録簿 

区 分 □共通 ■個別 

市の機関の名称 市長 届出部課等の名称 総務部 総務課 

関係課等の名称  

届 出 年 月 日 H30.9.3 開 始 年 月 日 H28.4.1 最終変更年月日 H30.9.3 

事 務 の 名 称 野田市行政不服審査会に関する事務 

事 務 の 目 的 
行政処分又はその不作為についての行政不服審査法に基づく審査請求に係る裁決の客
観性・公正性を高めるため、野田市行政不服審査会が審査庁の諮問に応じて、適正性
や法令解釈を含め、審査庁の判断の妥当性について調査審議を行うもの。 

事 務 の 概 要 

 審査請求を受けた審査庁は、当該審査請求が適法である場合には、野田市行政不服審
査会に諮問する。審査会は、諮問を受け、審理手続の適正性や法令解釈を含め、審査庁
の判断の妥当性について調査審議を行い、答申をし、答申書の写しを審査請求人及び参
加人に送付するとともに、答申の内容を公表する。 

対 象 者 審査請求人、審査請求の関係者 

収

集

項

目 

要配慮個人
情報 

□ 人種 □ 信条 □ 社会的身分 □ 健康情報 □ 障がい □ 犯罪関係 
 

上記以外の
項目 

■ 氏名 ■ 住所 □ 年齢・生年月日 □ 性別 ■ 連絡先 □ 個人番号 

□ 個人識別符号 □ 本籍･国籍 □ 家族情報   ■ 学業・職業等 

□ 収入・支出 □ 資産 □ 税情報   □ 公的扶助 

■ 審査に係る資料に記載された情報 ■審査に関して口頭により陳述された情報 

□      □      
 

その他 □       □      □       
 

収 集 先 

■ 本人 

□ 本人の親族 

■ 市の機関又は議会 （行政処分の担当部署          ） 

□ 他の行政機関等又は他団体の議会（             ） 

□ 公の情報 （                       ） 

□ その他  （                       ） 
 

経常的な目的外
利用・提供先 

□ 目的外利用有⇒利用する事務の名称：                    

主な利用項目（                      ） 

□ 目的外提供有⇒利用する事務の名称：                    

主な提供項目（                       

□ 市の機関又は議会（                  ） 

□ 他の行政機関等又は他団体の議会（           ） 

□ その他 （                      ） 
 

目的外利用・提供の理由（法第69条第1項又は第2項） 

□ 1項（法令） □ 2項1号（本人同意・本人提供） 

□ 2項2号（相当理由利用） □ 2項3号（相当理由提供） 

□ 2項4号（統計作成、学術利用、本人利益、特別理由提供） 
 

外 部 委 託 等 
□ 外部委託     （ □ クラウドコンピューティング ） 

□ 指定管理者による管理   
 

電子計算機結合 □ 有⇒結合先：                    
 

個人情報ファイ
ル簿 

□ 有⇒ファイルの名称： 
 

 



0700-013 

個人情報取扱事務登録簿 

区 分 ■共通 □個別 

市の機関の名称 

市長、教育委員会、選
挙管理委員会、監査委
員、公平委員会、農業
委員会、固定資産評価
審査委員会、水道事業
管理者、消防長、議会、
野田市土地開発公社 

届出部課等の名称 総務部 総務課 

関係課等の名称 行政対象暴力又は不当要求行為を受けた課等 

届 出 年 月 日 H16.8.18 開 始 年 月 日 H16.8.18 最終変更年月日 H30.9.3 

事 務 の 名 称 行政対象暴力及び不当要求行為の対応に関する事務 

事 務 の 目 的 
本市の事務事業の執行に当たり、行政対象暴力や暴力団等からの不当要求行為等に対
し適切に対処し、もって当該事務事業の適正かつ円滑な執行を確保するとともに、職
員の安全を確保する。 

事 務 の 概 要 

職員は、行政対象暴力を受けたとき又はそれらの事実を知ったときは、直ちに所属長に
報告し、所属長は、警察への連絡及び相手方に対する警告、退去命令等の適切な措置を
講じる。 
また職員は、暴力団等からの不当要求行為等を受けたとき又はそれらの事実を知ったと
きは、直ちに所属長に報告し、所属長は、警察への連絡及び相手方に対する警告、退去
命令等の適切な措置を講じるとともに、不当要求行為等報告書を作成し、総務課に提出
する。総務課は、必要に応じて野田市不当要求行為等防止対策協議会を招集し、市全体
としての対応について協議し、協議会の結果を関係所属長に通知する。関係所属長はそ
の結果をもとに適切な措置を講じる。 
なお、対応に当たっては、警察と協力、連携する。 

対 象 者 行政対象暴力、不当要求行為の相手方 

収

集

項

目 

要配慮個人
情報 

□ 人種 □ 信条 □ 社会的身分 □ 健康情報 □ 障がい □ 犯罪関係 
 

上記以外の
項目 

■ 氏名 ■ 住所 ■ 年齢・生年月日 ■ 性別 ■ 連絡先 □ 個人番号 

□ 個人識別符号 □ 本籍･国籍 □ 家族情報   □ 学業・職業等 

□ 収入・支出 □ 資産 □ 税情報   □ 公的扶助 

■ 所属団体 ■行政対象暴力、不当要求行為の内容 □      □      
 

その他 □       □      □       
 

収 集 先 

■ 本人 

□ 本人の親族 

□ 市の機関又は議会 （                   ） 

■ 他の行政機関等又は他団体の議会（警察           ） 

□ 公の情報 （                       ） 

□ その他  （                       ） 
 

経常的な目的外
利用・提供先 

□ 目的外利用有⇒利用する事務の名称：                    

主な利用項目（                      ） 

□ 目的外提供有⇒利用する事務の名称：                    

主な提供項目（                       

□ 市の機関又は議会（                  ） 

□ 他の行政機関等又は他団体の議会（           ） 

□ その他 （                      ） 
 

目的外利用・提供の理由（法第69条第1項又は第2項） 

□ 1項（法令） □ 2項1号（本人同意・本人提供） 

□ 2項2号（相当理由利用） □ 2項3号（相当理由提供） 

□ 2項4号（統計作成、学術利用、本人利益、特別理由提供） 
 



外 部 委 託 等 
□ 外部委託     （ □ クラウドコンピューティング ） 

□ 指定管理者による管理   
 

電子計算機結合 □ 有⇒結合先：                    
 

個人情報ファイ
ル簿 

□ 有⇒ファイルの名称： 
 

 



0700-014 

個人情報取扱事務登録簿 

区 分 □共通 ■個別 

市の機関の名称 市長 届出部課等の名称 総務部 総務課 

関係課等の名称  

届 出 年 月 日 H30.9.3 開 始 年 月 日 S25.5.3 最終変更年月日 H30.9.3 

事 務 の 名 称 漂流物等に関する事務 

事 務 の 目 的 漂流物又は沈没品について水難救助法の規定に基づく事務を行うもの。 

事 務 の 概 要 

市は、漂流物又は沈没品（拾得の日から７日以内に所有者が判明し、所有者に引き渡し
たものを除く。以下「漂流物等」という。）を拾得した者から引渡しを受け、保管する
とともに、その旨を公告する。公告の日から６か月以内に所有者が判明した場合であっ
て、所有者が引渡しの請求をしたときは、所定の金額と鑑定等に掛かった実費を徴収し
て引き渡す。所有者が引渡しの請求をしない意思を表示したとき又は所有者が判明しな
い場合は、拾得者に告知し、引渡しの請求をするかの意思を確認し、請求するとしたと
きは、鑑定等に掛かった実費を徴収して引き渡す。請求をしない意思を確認したとき
は、市は物件を公売し、その代金から実費を控除し、残余金を取得する。 
また、市は、他市町村長が引渡しを受け保管している漂流物等について照会を受けたと
きは、管轄の警察署に遺失物届等がないか照会し、届け出ている者がいるときは、他市
町村長にその情報を通知する。 

対 象 者 漂流物等の拾得者、所有者、公売により取得した者、遺失物届等の届出者 

収

集

項

目 

要配慮個人
情報 

□ 人種 □ 信条 □ 社会的身分 □ 健康情報 □ 障がい □ 犯罪関係 
 

上記以外の
項目 

■ 氏名 ■ 住所 □ 年齢・生年月日 □ 性別 ■ 連絡先 □ 個人番号 

□ 個人識別符号 □ 本籍･国籍 □ 家族情報   □ 学業・職業等 

□ 収入・支出 □ 資産 □ 税情報   □ 公的扶助 

■ 漂流物に関する情報 ■遺失物届等の内容 □      □      
 

その他 □       □      □       
 

収 集 先 

■ 本人 

□ 本人の親族 

□ 市の機関又は議会 （                   ） 

■ 他の行政機関等又は他団体の議会（警察、他市区町村     ） 

□ 公の情報 （                       ） 

□ その他  （                       ） 
 

経常的な目的外
利用・提供先 

□ 目的外利用有⇒利用する事務の名称：                    

主な利用項目（                      ） 

□ 目的外提供有⇒利用する事務の名称：                    

主な提供項目（                       

□ 市の機関又は議会（                  ） 

□ 他の行政機関等又は他団体の議会（           ） 

□ その他 （                      ） 
 

目的外利用・提供の理由（法第69条第1項又は第2項） 

□ 1項（法令） □ 2項1号（本人同意・本人提供） 

□ 2項2号（相当理由利用） □ 2項3号（相当理由提供） 

□ 2項4号（統計作成、学術利用、本人利益、特別理由提供） 
 

外 部 委 託 等 
□ 外部委託     （ □ クラウドコンピューティング ） 

□ 指定管理者による管理   
 

電子計算機結合 □ 有⇒結合先：                    
 

個人情報ファイ
ル簿 

□ 有⇒ファイルの名称： 
 



 



0700-015 

個人情報取扱事務登録簿 

区 分 □共通 ■個別 

市の機関の名称 市長 届出部課等の名称 総務部 総務課 

関係課等の名称  

届 出 年 月 日 H30.9.3 開 始 年 月 日 S47.7.7 最終変更年月日 H30.9.3 

事 務 の 名 称 松戸自衛隊協力会野田支部事務局に関する事務 

事 務 の 目 的 
松戸自衛隊に対する協力活動を通して、自衛隊をよりよく理解するため、松戸自衛隊
協力会規約に基づく事務を行う。 

事 務 の 概 要 

松戸自衛隊協力会は、松戸自衛隊に対する協力活動をとおして、自衛隊をよりよく理解

するため設立され、松戸自衛隊の警備隊区内市に支部を設立している。 

市は、野田支部事務局として、松戸自衛隊協力会の趣旨に賛同する者から入会の希望を

受け、これを正会員名簿として取りまとめるとともに、松戸自衛隊協力会規約に基づく

会費の取りまとめを行い、本部事務局である松戸市に送付する。 
また、自衛隊行事の協力のため、正会員が行事に参加を希望する場合には、申込書の提
出を受け、参加名簿の取りまとめ及び会費の徴収を行い、本部事務局と調整をする。 

対 象 者 正会員、正会員のうち行事に参加を希望する者 

収

集

項

目 

要配慮個人
情報 

□ 人種 □ 信条 □ 社会的身分 □ 健康情報 □ 障がい □ 犯罪関係 
 

上記以外の
項目 

■ 氏名 ■ 住所 ■ 年齢・生年月日 □ 性別 ■ 連絡先 □ 個人番号 

□ 個人識別符号 □ 本籍･国籍 □ 家族情報   □ 学業・職業等 

□ 収入・支出 □ 資産 □ 税情報   □ 公的扶助 

□       □      □      □      
 

その他 □       □      □       
 

収 集 先 

■ 本人 

□ 本人の親族 

□ 市の機関又は議会 （                   ） 

□ 他の行政機関等又は他団体の議会（             ） 

□ 公の情報 （                       ） 

■ その他  （評議員                    ） 
 

経常的な目的外
利用・提供先 

□ 目的外利用有⇒利用する事務の名称：                    

主な利用項目（                      ） 

□ 目的外提供有⇒利用する事務の名称：                    

主な提供項目（                       

□ 市の機関又は議会（                  ） 

□ 他の行政機関等又は他団体の議会（           ） 

□ その他 （                      ） 
 

目的外利用・提供の理由（法第69条第1項又は第2項） 

□ 1項（法令） □ 2項1号（本人同意・本人提供） 

□ 2項2号（相当理由利用） □ 2項3号（相当理由提供） 

□ 2項4号（統計作成、学術利用、本人利益、特別理由提供） 
 

外 部 委 託 等 
□ 外部委託     （ □ クラウドコンピューティング ） 

□ 指定管理者による管理   
 

電子計算機結合 □ 有⇒結合先：                    
 

個人情報ファイ
ル簿 

□ 有⇒ファイルの名称： 
 

 



0700-016 

個人情報取扱事務登録簿 

区 分 ■共通 □個別 

市の機関の名称 

市長、教育委員会、選
挙管理委員会、監査委
員、公平委員会、農業
委員会、固定資産評価
審査委員会、水道事業
管理者、消防長、議会、
野田市土地開発公社 

届出部課等の名称 総務部 総務課 

関係課等の名称 申出に関係する課等 

届 出 年 月 日 H14.10.4 開 始 年 月 日 S25.5.3 最終変更年月日 H30.9.3 

事 務 の 名 称 要望、陳情、苦情その他の申出に関する事務 

事 務 の 目 的 各種の要望、陳情、苦情その他これに類する申出がされた際、これを処理するもの。 

事 務 の 概 要 

各種の要望、陳情、苦情その他これに類する申出で個人情報を伴うものを受け、調査
し、処理を決定し、申出者の希望に応じて通知する。 
なお、申出の内容に応じて、申出に関係する課等により共有し、市全体として処理する
ことがある。 

対 象 者 各種の要望、陳情、苦情等の申出者 

収

集

項

目 

要配慮個人
情報 

□ 人種 □ 信条 □ 社会的身分 □ 健康情報 □ 障がい □ 犯罪関係 
 

上記以外の
項目 

■ 氏名 ■ 住所 □ 年齢・生年月日 □ 性別 ■ 連絡先 □ 個人番号 

□ 個人識別符号 □ 本籍･国籍 □ 家族情報   □ 学業・職業等 

□ 収入・支出 □ 資産 □ 税情報   □ 公的扶助 

■ 要望、陳情、苦情その他これに類する申出に関する内容 □     □     
 

その他 □       □      □       
 

収 集 先 

■ 本人 

□ 本人の親族 

□ 市の機関又は議会 （                   ） 

□ 他の行政機関等又は他団体の議会（             ） 

□ 公の情報 （                       ） 

□ その他  （                       ） 
 

経常的な目的外
利用・提供先 

□ 目的外利用有⇒利用する事務の名称：                    

主な利用項目（                      ） 

□ 目的外提供有⇒利用する事務の名称：                    

主な提供項目（                       

□ 市の機関又は議会（                  ） 

□ 他の行政機関等又は他団体の議会（           ） 

□ その他 （                      ） 
 

目的外利用・提供の理由（法第69条第1項又は第2項） 

□ 1項（法令） □ 2項1号（本人同意・本人提供） 

□ 2項2号（相当理由利用） □ 2項3号（相当理由提供） 

□ 2項4号（統計作成、学術利用、本人利益、特別理由提供） 
 

外 部 委 託 等 
□ 外部委託     （ □ クラウドコンピューティング ） 

□ 指定管理者による管理   
 

電子計算機結合 □ 有⇒結合先：                    
 



個人情報ファイ
ル簿 

□ 有⇒ファイルの名称： 
 

 



0700-017 

個人情報取扱事務登録簿 

区 分 ■共通 □個別 

市の機関の名称 
市長、教育委員会、水
道事業管理者、消防長 

届出部課等の名称 総務部 総務課 

関係課等の名称 各審議会等の担当課 

届 出 年 月 日 H13.4.1 開 始 年 月 日 H13以前 最終変更年月日 H30.9.3 

事 務 の 名 称 審議会等の傍聴者に関する事務 

事 務 の 目 的 審議会等の会議の円滑な運営を図るため。 

事 務 の 概 要 

市民が容易に審議会等の審議の状況を知ることができるように、傍聴を希望する者に会
議の傍聴を認める｡ 
傍聴の受付は、先着順に定員に達するまで認める方法により行うことを原則とし、傍聴
券に住所及び氏名を記入させ、審議会等の事務局で傍聴者受付簿を作成後、傍聴券を傍
聴者に交付する。傍聴券は、回収する。 

対 象 者 傍聴を希望する者 

収

集

項

目 

要配慮個人
情報 

□ 人種 □ 信条 □ 社会的身分 □ 健康情報 □ 障がい □ 犯罪関係 
 

上記以外の
項目 

■ 氏名 ■ 住所 □ 年齢・生年月日 □ 性別 □ 連絡先 □ 個人番号 

□ 個人識別符号 □ 本籍･国籍 □ 家族情報   □ 学業・職業等 

□ 収入・支出 □ 資産 □ 税情報   □ 公的扶助 

□       □      □      □      
 

その他 □       □      □       
 

収 集 先 

■ 本人 

□ 本人の親族 

□ 市の機関又は議会 （                   ） 

□ 他の行政機関等又は他団体の議会（             ） 

□ 公の情報 （                       ） 

□ その他  （                       ） 
 

経常的な目的外
利用・提供先 

□ 目的外利用有⇒利用する事務の名称：                    

主な利用項目（                      ） 

□ 目的外提供有⇒利用する事務の名称：                    

主な提供項目（                       

□ 市の機関又は議会（                  ） 

□ 他の行政機関等又は他団体の議会（           ） 

□ その他 （                      ） 
 

目的外利用・提供の理由（法第69条第1項又は第2項） 

□ 1項（法令） □ 2項1号（本人同意・本人提供） 

□ 2項2号（相当理由利用） □ 2項3号（相当理由提供） 

□ 2項4号（統計作成、学術利用、本人利益、特別理由提供） 
 

外 部 委 託 等 
□ 外部委託     （ □ クラウドコンピューティング ） 

□ 指定管理者による管理   
 

電子計算機結合 □ 有⇒結合先：                    
 

個人情報ファイ
ル簿 

□ 有⇒ファイルの名称： 
 

 



0700-018 

個人情報取扱事務登録簿 

区 分 □共通 ■個別 

市の機関の名称 市長 届出部課等の名称 総務部 総務課 

関係課等の名称  

届 出 年 月 日 H30.8.31 開 始 年 月 日 H30.9.1 最終変更年月日  

事 務 の 名 称 野田市章の使用の承認に関する事務 

事 務 の 目 的 
市の機関以外の者による市章の使用に係る申請に対して承認の可否を決定し、承認や
承認の取消しの内容を公表しようとするもの。 

事 務 の 概 要 

市章を使用しようとする者から申請を受け、内容を審査し、承認の可否を決定し、通知
する。 
なお、市章の使用の状況等を調査するため、承認決定者に対して質問し、立入調査を行
う場合もある。 
また、使用の承認を受けた者が、偽りその他不正の手段により市章の使用の承認を受け
たとき、野田市章の使用の承認に関する規則や使用の条件に違反したとき、承認を取り
消す。 
承認を決定した場合や承認を取り消した場合は、野田市のホームページを利用するなど
して承認や取消しの内容を公表する。 

対 象 者 承認の申請者 

収

集

項

目 

要配慮個人
情報 

□ 人種 □ 信条 □ 社会的身分 □ 健康情報 □ 障がい □ 犯罪関係 
 

上記以外の
項目 

■ 氏名 ■ 住所 □ 年齢・生年月日 □ 性別 ■ 連絡先 □ 個人番号 

□ 個人識別符号 □ 本籍･国籍 □ 家族情報   □ 学業・職業等 

□ 収入・支出 □ 資産 □ 税情報   □ 公的扶助 

■ 市章の使用目的 ■申請に係る書類に記載された事項 □       
 

その他 □       □      □       
 

収 集 先 

■ 本人 

□ 本人の親族 

□ 市の機関又は議会 （                   ） 

□ 他の行政機関等又は他団体の議会（             ） 

□ 公の情報 （                       ） 

□ その他  （                       ） 
 

経常的な目的外
利用・提供先 

□ 目的外利用有⇒利用する事務の名称：                    

主な利用項目（                      ） 

□ 目的外提供有⇒利用する事務の名称：                    

主な提供項目（                       

□ 市の機関又は議会（                  ） 

□ 他の行政機関等又は他団体の議会（           ） 

□ その他 （                      ） 
 

目的外利用・提供の理由（法第69条第1項又は第2項） 

□ 1項（法令） □ 2項1号（本人同意・本人提供） 

□ 2項2号（相当理由利用） □ 2項3号（相当理由提供） 

□ 2項4号（統計作成、学術利用、本人利益、特別理由提供） 
 

外 部 委 託 等 
□ 外部委託     （ □ クラウドコンピューティング ） 

□ 指定管理者による管理   
 

電子計算機結合 □ 有⇒結合先：                    
 

個人情報ファイ
ル簿 

□ 有⇒ファイルの名称： 
 

 



0700-019 

個人情報取扱事務登録簿 

区 分 □共通 ■個別 

市の機関の名称 市長 届出部課等の名称 総務部 総務課 

関係課等の名称  

届 出 年 月 日 R3.6.25 開 始 年 月 日 R3.6.28 最終変更年月日  

事 務 の 名 称 いじめ問題再調査委員会に関する事務 

事 務 の 目 的 
重大事態への対処又は当該重大事態と同種の事態の発生の防止のため、学校又は教育
委員会によるいじめ重大事態等に係る調査の結果について調査審議する。 

事 務 の 概 要 
学校又は教育委員会によるいじめ重大事態等に係る調査の結果について、調査に使用し
た資料を教育委員会から収集し、関係者から事情を聴取し、及び関係資料を収集して調
査審議し、事実関係の解明や再発防止等について答申する。 

対 象 者 いじめ重大事態の関係者 

収

集

項

目 

要配慮個人
情報 

■ 人種 ■ 信条 ■ 社会的身分 ■ 健康情報 ■ 障がい ■ 犯罪関係 
 

上記以外の
項目 

■ 氏名 ■ 住所 ■ 年齢・生年月日 ■ 性別 ■ 連絡先 □ 個人番号 

□ 個人識別符号 ■ 本籍･国籍 ■ 家族情報   ■ 学業・職業等 

■ 収入・支出 ■ 資産 □ 税情報   ■ 公的扶助 

■ その他重大事態に対処するために把握するいじめ重大事態又はいじめ重大事態の

関係者に関する情報 □      □      □      
 

その他 □       □      □       
 

収 集 先 

■ 本人 

□ 本人の親族 

■ 市の機関又は議会 （関係者に係る情報を保有する課等、教育委員会） 

■ 他の行政機関等又は他団体の議会（関係者に係る情報を保有する団

体） 

□ 公の情報 （                       ） 

■ その他  （重大事態の関係者               ） 
 

経常的な目的外
利用・提供先 

□ 目的外利用有⇒利用する事務の名称：                    

主な利用項目（                      ） 

□ 目的外提供有⇒利用する事務の名称：                    

主な提供項目（                       

□ 市の機関又は議会（                  ） 

□ 他の行政機関等又は他団体の議会（           ） 

□ その他 （                      ） 
 

目的外利用・提供の理由（法第69条第1項又は第2項） 

□ 1項（法令） □ 2項1号（本人同意・本人提供） 

□ 2項2号（相当理由利用） □ 2項3号（相当理由提供） 

□ 2項4号（統計作成、学術利用、本人利益、特別理由提供） 
 

外 部 委 託 等 
□ 外部委託     （ □ クラウドコンピューティング ） 

□ 指定管理者による管理   
 

電子計算機結合 □ 有⇒結合先：                    
 

個人情報ファイ
ル簿 

□ 有⇒ファイルの名称： 
 

 



0700-020 

個人情報取扱事務登録簿 

区 分 □共通 ■個別 

市の機関の名称 市長 届出部課等の名称 総務部 総務課 

関係課等の名称  

届 出 年 月 日 H14.4.1 開 始 年 月 日 H14以前 最終変更年月日 R4.3.30 

事 務 の 名 称 市政に対する意見及び問合せに関する事務 

事 務 の 目 的 
市政に対する意見や問合せについて、行政運営の参考としたり、意見者の疑問を解消
するため 

事 務 の 概 要 
市長への手紙専用はがきの他、任意の用紙、野田市公式ホームページなど、様々な方法
で寄せられる意見や問合せに対して、受付及び回答を行う。 

対 象 者 市への意見及び問合せ者 

収

集

項

目 

要配慮個人
情報 

□ 人種 □ 信条 □ 社会的身分 □ 健康情報 □ 障がい □ 犯罪関係 
 

上記以外の
項目 

■ 氏名 ■ 住所 □ 年齢・生年月日 □ 性別 ■ 連絡先 □ 個人番号 

□ 個人識別符号 □ 本籍･国籍 □ 家族情報   □ 学業・職業等 

□ 収入・支出 □ 資産 □ 税情報   □ 公的扶助 

■ 意見等の内容 □      □      □      
 

その他 □       □      □       
 

収 集 先 

■ 本人 

□ 本人の親族 

□ 市の機関又は議会 （                   ） 

□ 他の行政機関等又は他団体の議会（             ） 

□ 公の情報 （                       ） 

□ その他  （                       ） 
 

経常的な目的外
利用・提供先 

□ 目的外利用有⇒利用する事務の名称：                    

主な利用項目（                      ） 

□ 目的外提供有⇒利用する事務の名称：                    

主な提供項目（                       

□ 市の機関又は議会（                  ） 

□ 他の行政機関等又は他団体の議会（           ） 

□ その他 （                      ） 
 

目的外利用・提供の理由（法第69条第1項又は第2項） 

□ 1項（法令） □ 2項1号（本人同意・本人提供） 

□ 2項2号（相当理由利用） □ 2項3号（相当理由提供） 

□ 2項4号（統計作成、学術利用、本人利益、特別理由提供） 
 

外 部 委 託 等 
□ 外部委託     （ □ クラウドコンピューティング ） 

□ 指定管理者による管理   
 

電子計算機結合 □ 有⇒結合先：                    
 

個人情報ファイ
ル簿 

□ 有⇒ファイルの名称： 
 

 



0700-022 

個人情報取扱事務登録簿 

区 分 □共通 ■個別 

市の機関の名称 市長 届出部課等の名称 総務部 総務課 

関係課等の名称  

届 出 年 月 日 H13.4.1 開 始 年 月 日 S24以前 最終変更年月日 R4.3.30 

事 務 の 名 称 各種相談員に関する事務 

事 務 の 目 的 
市民が生活でのさまざまな問題や悩みごとを解決するための手助けとして市が行う各
種相談業務のうち、専門的な知識・資格等を有する専門の相談員による相談を行うた
め 

事 務 の 概 要 
相談員本人もしくは推薦先から連絡先や経歴等の情報の提出を受け、各専門相談員とし
て適格かを判断した後、依頼を行う。各人月1～2回の相談業務を担当。 

対 象 者 各専門相談員 

収

集

項

目 

要配慮個人
情報 

□ 人種 □ 信条 □ 社会的身分 □ 健康情報 □ 障がい □ 犯罪関係 
 

上記以外の
項目 

■ 氏名 ■ 住所 ■ 年齢・生年月日 ■ 性別 ■ 連絡先 ■ 個人番号 

■ 個人識別符号 ■ 本籍･国籍 □ 家族情報   ■ 学業・職業等 

□ 収入・支出 □ 資産 □ 税情報   □ 公的扶助 

■ 振込先口座 □      □      □      
 

その他 □       □      □       
 

収 集 先 

■ 本人 

□ 本人の親族 

□ 市の機関又は議会 （                   ） 

□ 他の行政機関等又は他団体の議会（             ） 

□ 公の情報 （                       ） 

■ その他  （千葉県宅地建物取引業協会東葛支部       ） 
 

経常的な目的外
利用・提供先 

□ 目的外利用有⇒利用する事務の名称：                    

主な利用項目（                      ） 

□ 目的外提供有⇒利用する事務の名称：                    

主な提供項目（                       

□ 市の機関又は議会（                  ） 

□ 他の行政機関等又は他団体の議会（           ） 

□ その他 （                      ） 
 

目的外利用・提供の理由（法第69条第1項又は第2項） 

□ 1項（法令） □ 2項1号（本人同意・本人提供） 

□ 2項2号（相当理由利用） □ 2項3号（相当理由提供） 

□ 2項4号（統計作成、学術利用、本人利益、特別理由提供） 
 

外 部 委 託 等 
□ 外部委託     （ □ クラウドコンピューティング ） 

□ 指定管理者による管理   
 

電子計算機結合 □ 有⇒結合先：                    
 

個人情報ファイ
ル簿 

□ 有⇒ファイルの名称： 
 

 



0700-023 

個人情報取扱事務登録簿 

区 分 □共通 ■個別 

市の機関の名称 市長 届出部課等の名称 総務部 総務課 

関係課等の名称  

届 出 年 月 日 H13.4.1 開 始 年 月 日 S44.7.17 最終変更年月日 R4.3.30 

事 務 の 名 称 市民相談事務 

事 務 の 目 的 市民の権利及び利益を擁護するため 

事 務 の 概 要 
来庁時や電話による相談を受け、市役所職員若しくは各専門相談員が相談者に問題解決
の糸口を見つけるための助言・アドバイスを行う。 

対 象 者 相談者 

収

集

項

目 

要配慮個人
情報 

□ 人種 □ 信条 □ 社会的身分 □ 健康情報 □ 障がい □ 犯罪関係 
 

上記以外の
項目 

■ 氏名 ■ 住所 ■ 年齢・生年月日 □ 性別 ■ 連絡先 □ 個人番号 

□ 個人識別符号 □ 本籍･国籍 □ 家族情報   □ 学業・職業等 

□ 収入・支出 □ 資産 □ 税情報   □ 公的扶助 

■ 相談内容 □      □      □      
 

その他 □       □      □       
 

収 集 先 

■ 本人 

□ 本人の親族 

□ 市の機関又は議会 （                   ） 

□ 他の行政機関等又は他団体の議会（             ） 

□ 公の情報 （                       ） 

□ その他  （                       ） 
 

経常的な目的外
利用・提供先 

□ 目的外利用有⇒利用する事務の名称：                    

主な利用項目（                      ） 

□ 目的外提供有⇒利用する事務の名称：                    

主な提供項目（                       

□ 市の機関又は議会（                  ） 

□ 他の行政機関等又は他団体の議会（           ） 

□ その他 （                      ） 
 

目的外利用・提供の理由（法第69条第1項又は第2項） 

□ 1項（法令） □ 2項1号（本人同意・本人提供） 

□ 2項2号（相当理由利用） □ 2項3号（相当理由提供） 

□ 2項4号（統計作成、学術利用、本人利益、特別理由提供） 
 

外 部 委 託 等 
■ 外部委託     （ □ クラウドコンピューティング ） 

□ 指定管理者による管理   
 

電子計算機結合 □ 有⇒結合先：                    
 

個人情報ファイ
ル簿 

□ 有⇒ファイルの名称： 
 

 


